
小金井市行財政改革市民会議（第３回）次第 

 

                     日時 平成２７年１１月３０日（月） 

午後６時３０分から 

                     場所 前原暫定集会施設１階Ａ会議室 

 

 

１ 諮問事項の検討 

  

２ その他 

 

※ 事前配布資料  

 資料１  公共施設等総合管理計画策定支援委託の概要について 

 資料２  小金井市中期財政計画（案） 

 資料３  財政支援団体に対する補助状況について 

 資料４  目的別歳出状況一覧 

 資料５  近隣市及び類似団体における基金残高の総額等について 

 

※ 当日配布資料 

 資料６  第４次行財政改革大綱策定方針（案）に対する各委員の意見 



資料１ 

小金井市行財政改革市民会議（第３回）          平成２７年１１月３０日 

平成２７年度予算要求資料 

 

公共施設等総合管理計画策定支援委託の概要について 

 

公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（平成２６年４月２２日総務省）で

示された下記１～３の内容等に留意し、当該計画の策定を進める。 

１ 計画のポイント 

⑴ １０年以上の長期にわたる計画とする 

⑵ 地方公共団体が所有するすべての公共施設等を対象とする 

⑶ 更新・統廃合・長寿命化等、公共施設等の管理に関する基本的な考え方を記載 

２ 記載すべき事項 

⑴ 公共施設等の現況及び将来の見通し 

⑵ 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

⑴を踏まえ、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針を定め

る。 

ア 計画期間（１０年以上）  

イ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

ウ 現状や課題に関する基本認識 

エ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

オ フォローアップの実施方針 

⑶ 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

施設類型（道路、学校等）ごとに、その特性を踏まえ、管理に関する基本的な方

針を記載 

３ スケジュール 

業者選定（公募プロポーザル方式）

保有施設等に関する情報の整理・分析

市民の意向確認（アンケート調査）

公共施設等総合管理計画の検討

※計画取りまとめの時点でパブリックコメント実施

2月 3月

平成２７年度 平成２８年度

8月 9月 10月 11月 12月 1月2月 3月 4月 5月 6月 7月8月 9月 10月 11月 12月 1月4月 5月 6月 7月

 

４ 市民参加について 

平成２８年度に市民アンケート（２，０００部）による市民の意向調査及び公共施

設等総合管理計画（案）を取りまとめた時点においてパブリックコメントを実施する

考えである。 



                         

                             

 

 

 小 金 井 市 中 期 財 政 計 画 （案 ）  

第４次基本構想・後期基本計画 

 

計画期間 

平成２８年度～平成３２年度 

 

 

 

 

平成２７年１０月 
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第１部 総論 

１ 計画策定の目的 

  私たちの住む小金井市を取り巻く行財政環境について、国内経済は、海外景気の下 

振れによるリスクがあるものの、雇用・所得環境の改善傾向が続く中で、緩やかな回

復基調が続いており、その影響から市税をはじめとした歳入全体で一定の増加が見ら

れる状況です。 

今後、地方分権改革により、地方自治体の権限強化や財源拡充が図られ、これまで

以上に自律した自治体経営が求められている状況であり、少子高齢化の進展などによ

り、歳入の増加が見込めない中、歳出においては、社会保障関連経費の自然増や多額

の財源を必要とする重要課題に対応していくことに伴う経費の増加が見込まれ、多様

化・高度化する市民ニーズに的確にこたえていくためには、計画的に課題を克服して

いく必要があります。 

そのため、第４次基本構想で掲げる市の将来像「みどりが萌える・子どもが育つ・ 

きずなを結ぶ 小金井市」の実現に向けて、計画的に行財政運営を行っていくことを 

目的に、将来の行財政運営・予算編成の指針として、今後５年間の中期財政計画を策 

定し、活用していきます。 

 

２ 長期総合計画との関係 

長期総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」により構成されます。 

「基本構想」は、長期的展望に立った将来像とそれを実現するための施策の大綱を

明らかにし、「基本計画」は、基本構想で示した施策の大綱に基づき、分類ごとに施

策を体系化したものであり、この基本計画を具体的に施策として展開していくため

に、具体的な事業やスケジュールを示したものが「実施計画」となります。 

これらの長期総合計画を計画的に推進していくためには、財政的裏付けとなる「中

期財政計画」が必要となります。本市においては、５年ごとの「基本計画」に基づき、

「中期財政計画」を策定し、計画的行政の指針とするとともに、行財政改革の取組み

と併せて、長期総合計画における施策の効果的・効率的な推進を図ります。 

 

３ 計画期間等 

 計画期間は、第４次基本構想・後期基本計画の財政的裏付けとなることから、平

成２８年度から平成３２年度までとします。会計単位は一般会計とし、歳出は性質

別に表します。（特別会計については、繰出金で計上します） 

２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１ ３２

実施計画（３年間） 実施計画（３年間）

予算

事業の執行

第４次小金井市基本構想（１０年間）

前期基本計画（５年間） 後期基本計画（５年間）

中期財政計画（５年間） 中期財政計画（５年間）

実施計画（３年間） 実施計画（３年間）本計画

年度

１ 



第２部 現状分析 

１ 小金井市の収支の状況 

  各計画期間中における普通会計による収支の状況ですが、近年は歳入・歳出の総額は 

概ね 380億円～390億円程度で推移し、実質収支は 10億円程度で推移しています。 

 

 

２ 



２ 歳入の状況 

歳入の根幹をなす市税収入は約 200 億円で概ね歳入全体額の 50％以上を占めて

おり、国及び東京都からの補助金を加えると 300 億円程度となり、全体の約 75％

程度となります。 

市債の借入額が急増し、歳入全体も増加した平成２３年度を除くと、近年は 380 

億円～390億円で推移しています。 

 歳入全体に占める自主財源（市税、その他）の割合は約 65％となっています。 

 

 

 

 

 

（百万円） 

３ 



３ 性質別歳出の状況 

義務的経費（人件費、扶助費、公債費）のうち人件費は、この間の職員数の適正化 

や給与の見直しを図ったことにより、減少傾向にあります。 

 扶助費は、社会保障関連経費の増加等の影響で、増加傾向が続いており、平成２６

年度では歳出全体の約 24％を占めています。 

 義務的経費以外については、物件費が増加傾向にあります。  

 

 

（百万円） 

４ 



４ 基金現在高推移 

   基金の現在高は近年約 40億円程度で推移しており、特に財政調整基金については、 

平成２３年度に大きく減少しています。今後、健全な行財政運営を行っていくために 

は、計画的な基金への積立が必要となります。 

 

 

５ 



５ 建設事業債と特例債（赤字債）の現在高推移 

   建設事業債現在高は、まちづくりの進展により増加傾向にありますが、特例債現

在高は減少傾向にあります。今後、市債の発行を抑制し、現在高及び公債費を縮減

していく必要があります。 

 

   

 

公債費負担比率の推移 

※地方財政状況調査による。

る 

※地方財政状況調査よる。 

６ 



６ 主な財政指標の推移 

 財政の弾力性を示す指標である経常収支比率は、近年は硬直化の方向に推移して

いましたが、平成２５年度から若干改善傾向にあります。 

また、歳出に占める人件費の割合を示す人件費比率は概ね減少を続けています。 

 

 

      

 

 

経常収支比率の推移 

人件費比率の推移 

※地方財政状況調査による 

７ 



第３部  財政計画表 

１ 推計の条件について 

平成２８年度から平成３２年度までの財政計画表は、次の条件のもとで推計してい 

ます。 

   なお、消費税率については、歳入・歳出ともに平成２９年４月以降に１０％になっ 

た場合で見込んでいます。   

 

 （１）歳入 

   ① 地方税 

  個人市民税は、平成２７年度課税状況調査の数値を基本として、生産年齢人口

や納税義務者数の推移、給与収入の伸びや経済成長率等を勘案し、社会保険料控

除の段階的引上げ分による減少要因などを反映させ見込みます。 

  法人市民税は、平成２６年度の税制改正による税率引き下げを反映し、一時的

に減少を見込みますが、その後は経済動向等により一定の伸びを見込みます。 

  固定資産税は、土地については、平成２８年度からほとんどの土地が本則課税

となり、住宅用地の特例と非課税地の増による減収を見込みます。家屋について

は、新規住宅等による増収を見込みますが、平成３０年度は評価替えにより減収

を見込みます。 

都市計画税の税率は引き続き０．２７％として算出します。 

  収入率については、近年の実績を踏まえ、平成３２年度において９７．７％と

なるよう見込みます。 

   ② 地方譲与税等 

  地方譲与税は、徴収の利便性などの理由から、国税として徴収された後、市町

村へ譲与される税を言います。地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税で構成され、

平成２８年度以降については、経済動向等を考慮して見込みます。 

  利子割交付金、配当割交付金及び株式等譲渡所得割交付金については、経済動

向等を考慮して見込みます。 

  地方消費税交付金は、消費税率の引上げ（平成２９年４月以降１０％）に伴う

地方消費税率の増分を見込みます。 

  自動車取得税交付金については、消費税率の引上げに伴い自動車取得税が廃止

された場合においても、代替財源が措置されると想定し、平成２７年度当初予算

と同額推移を見込みます。 

地方特例交付金は、住宅ローン控除が延長されたことに伴い、住宅ローン控除

分の当該交付金は維持されると想定し、平成２７年度の控除見込額と同額推移を

見込みます。 

   ③ 地方交付税 

  普通交付税は、市町村によって生じる税収入の格差を是正し、一定の行政水準

を保つために配分される国からの交付金です。本市は、平成２７年度以降、地方

消費税交付金の増等により不交付団体と見込まれることから、普通交付税の交付

８ 



はありません。 

特別交付税については、平成２７年度予算額と同額推移を見込みます。 

   ④ 分担金・負担金 

  市町村が一部や特定の者に対して特に利益のある事務事業を行う場合に、必要

な経費に充てるため、利益を受ける者から徴収するものを分担金と言います。平

成２８年度以降については、区画整理事業に係る企業等の負担金や、認可保育所

等に係る保護者負担金の増加要因分を個別に見込みます。 

   ⑤ 使用料・手数料 

  市町村が所有し又は管理している施設を利用するとき、特定の者のために事務

を行うとき等に、市町村に納付される金銭を使用料・手数料と言います。平成２

８年度以降については、平成２７年度当初予算と同額程度を見込みます。 

   ⑥ 国・都支出金 

国や都からの補助金等ですが、毎年度歳入される分と、各年度予定される普通

建設事業に係る分等（特殊要因）に分けて見込みます。 

   ⑦ 寄附・財産収入 

寄附金又は財産の売払収入が該当します。平成２８年度以降については、土地

開発公社からの寄附金や土地の売払収入等を見込みます。 

   ⑧ 繰入金 

主に基金から一般会計へ資金を受け入れる時の収入です。財源不足が見込まれ

る時期については財政調整基金からの繰入を適切に見込みます。 

   ⑨ 繰越金 

これまでの決算実績等を踏まえ、平成２８年度以降については、毎年度５億円

を見込みます。 

   ⑩ 諸収入 

     平成２７年度当初予算額を基本とし、特殊要因分の増減を見込みます。 

   ⑪ 地方債 

     建設事業債については、事業に対して適切に見込みます。臨時財政対策債につ

いては、平成２７年度以降普通交付税の不交付団体と見込まれることから、発行

ができなくなるため見込んでいません。 

 

 

 （２）歳出 

   ① 人件費 

     平成２７年４月支給実績を基本に、定期昇給を反映させて人件費を見込みます。 

   ② 扶助費 

国の政策や社会情勢による影響が大きい経費です。制度の見直しなど不確定要 

素があります。 

生活保護費、障がい者関係経費等は個別に伸びを見込み、その他については平

成２７年度当初予算と同額推移を見込みます。 

 

９ 



   ③ 公債費 

 平成２７年度当初予算ベースでの償還額に、各年度の起債発行に伴う償還予定

額を加え、借入利率は１．１％で見込みます。 

（参考 平成２７年９月、財政融資資金元利均等半年賦２０年償還３年据置きで０．７％） 

   ④ 物件費 

  平成２８年度以降の経常的な経費については、平成２７年度当初予算と同額推

移で見込みます。 

予防接種の定期接種化、システム等関係経費、国勢調査・選挙等の増加要因分

及びその他計画推進に係る経費を個別に見込みます。 

   ⑤ 維持補修費 

  平成２８年度以降については、平成２７年度当初予算と同額推移で見込みます。 

   ⑥ 補助費等 

 平成２８年度以降の経常的な経費については、平成２７年度当初予算と同額推

移で見込みます。 

保育所等開設・運営事業、特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化助成事業、浅川 

清流環境組合の運営経費等の増加要因分を個別に見込みます。 

   ⑦ 積立金・投資及び出資金貸付金 

     基金積立金については、財政調整基金、庁舎建設基金、環境基金、教育施設整 

備基金への積立を見込みます。 

   ⑧ 繰出金 

    国民健康保険特別会計繰出金については、保険基盤安定繰入金を実績の伸びを 

踏まえて見込みます。職員給与費等繰入金、出産育児一時金繰入金及びその他一 

般会計繰入金は決算額等を勘案し見込みます。 

     介護保険特別会計繰出金については、介護保険及び地域支援事業の財政構造に 

変動はないものとし、毎年度変動要因を見込み算出します。介護給付費繰入金は 

平成２７年度の制度改正の影響や被保険者数の伸びを踏まえて見込みます。 

後期高齢者医療特別会計繰出金については、制度主体である東京都後期高齢者

医療広域連合により算定されますが、近年の医療費の伸び、被保険者数の伸びを

踏まえて見込みます。 

     下水道事業特別会計繰出金については、雨水処理に係る経費や起債償還等の減 

少分を勘案し、平成２７年度当初予算と同額程度の推移を見込みます。 

   ⑨ 投資的経費 

   厳しい財政状況の中、限られた財源の選択と集中を行い、第４次基本構想・後

期基本計画に掲げる施策を計画的かつ効果的・効率的に推進することを基本に、

緊急性や、法的な必要性、計画上あるいは進捗状況から判断して実施せざるを得

ないものなどを総合的に勘案の上実施するものとします。また削減が可能な事業

については、出来る限り減額をしています。 

   公共施設の改修等への対応については、公共施設等総合管理計画の策定を踏ま

え、一定の基準に沿って適切に対応していきます。 

    ※設計、調査、計画等も普通建設事業の一部として含めています。 

１０ 



平成２７年度
（当初予算）

1 地 方 税 20,126,440 20,362,000 235,560 1.2 20,465,000 103,000 0.5 20,318,000 △ 147,000 △ 0.7 20,430,000 112,000 0.6 20,543,000 113,000 0.6

2 地 方 譲 与 税 152,000 154,000 2,000 1.3 155,000 1,000 0.6 157,000 2,000 1.3 158,000 1,000 0.6 160,000 2,000 1.3

3 利 子 割 交 付 金 138,000 140,000 2,000 1.4 141,000 1,000 0.7 143,000 2,000 1.4 144,000 1,000 0.7 146,000 2,000 1.4

4 配 当 割 交 付 金 280,000 283,000 3,000 1.1 286,000 3,000 1.1 289,000 3,000 1.0 292,000 3,000 1.0 295,000 3,000 1.0

5 株式等譲渡所得割交付金 173,000 175,000 2,000 1.2 177,000 2,000 1.1 179,000 2,000 1.1 181,000 2,000 1.1 183,000 2,000 1.1

6 地方消費税交付金 2,401,000 2,401,000 0 0.0 2,534,000 133,000 5.5 3,013,000 479,000 18.9 3,013,000 0 0.0 3,013,000 0 0.0

7 自動車取得税交付金 60,000 60,000 0 0.0 60,000 0 0.0 60,000 0 0.0 60,000 0 0.0 60,000 0 0.0

8 地 方 特 例 交 付 金 55,000 55,000 0 0.0 55,000 0 0.0 55,000 0 0.0 55,000 0 0.0 55,000 0 0.0

9 地 方 交 付 税 50,000 50,000 0 0.0 50,000 0 0.0 50,000 0 0.0 50,000 0 0.0 50,000 0 0.0

10 交通安全対策特別交付金 12,000 12,000 0 0.0 12,000 0 0.0 12,000 0 0.0 12,000 0 0.0 12,000 0 0.0

23,447,440 23,692,000 244,560 1.0 23,935,000 243,000 1.0 24,276,000 341,000 1.4 24,395,000 119,000 0.5 24,517,000 122,000 0.5

11 分 担 金 負 担 金 319,507 349,000 29,493 9.2 372,000 23,000 6.6 385,000 13,000 3.5 392,000 7,000 1.8 372,000 △ 20,000 △ 5.1

12 使 用 料 手 数 料 864,966 865,000 34 0.0 865,000 0 0.0 852,000 △ 13,000 △ 1.5 852,000 0 0.0 852,000 0 0.0

国 都 支 出 金 11,093,770 12,202,000 1,108,230 10.0 12,176,000 △ 26,000 △ 0.2 12,980,000 804,000 6.6 12,477,000 △ 503,000 △ 3.9 10,365,000 △ 2,112,000 △ 16.9

（うち投資的経費） (1,941,609) (2,719,000) 777,391 40.0 (2,768,000) 49,000 1.8 (3,400,000) 632,000 22.8 (2,764,000) △ 636,000 △ 18.7 (483,000) △ 2,281,000 △ 82.5

14 寄 附 財 産 収 入 27,754 48,000 20,246 72.9 48,000 0 0.0 48,000 0 0.0 48,000 0 0.0 48,000 0 0.0

15 繰 入 金 583,254 1,073,000 489,746 84.0 728,000 △ 345,000 △ 32.2 735,000 7,000 1.0 689,000 △ 46,000 △ 6.3 160,000 △ 529,000 △ 76.8

16 繰 越 金 270,000 500,000 230,000 85.2 500,000 0 0.0 500,000 0 0.0 500,000 0 0.0 500,000 0 0.0

17 諸 収 入 270,409 270,000 △ 409 △ 0.2 270,000 0 0.0 270,000 0 0.0 270,000 0 0.0 270,000 0 0.0

18 地 方 債 462,900 673,000 210,100 45.4 675,000 2,000 0.3 1,694,000 1,019,000 151.0 1,575,000 △ 119,000 △ 7.0 96,000 △ 1,479,000 △ 93.9

37,340,000 39,672,000 2,332,000 6.2 39,569,000 △ 103,000 △ 0.3 41,740,000 2,171,000 5.5 41,198,000 △ 542,000 △ 1.3 37,180,000 △ 4,018,000 △ 9.8

1 人 件 費 6,099,072 5,989,000 △ 110,072 △ 1.8 6,045,000 56,000 0.9 6,229,000 184,000 3.0 6,184,000 △ 45,000 △ 0.7 6,258,000 74,000 1.2

2 扶 助 費 9,070,571 9,214,000 143,429 1.6 9,369,000 155,000 1.7 9,537,000 168,000 1.8 9,719,000 182,000 1.9 9,917,000 198,000 2.0

3 公 債 費 2,747,909 2,683,000 △ 64,909 △ 2.4 2,702,000 19,000 0.7 2,540,000 △ 162,000 △ 6.0 2,392,000 △ 148,000 △ 5.8 2,360,000 △ 32,000 △ 1.3

17,917,552 17,886,000 △ 31,552 △ 0.2 18,116,000 230,000 1.3 18,306,000 190,000 1.0 18,295,000 △ 11,000 △ 0.1 18,535,000 240,000 1.3

4 物 件 費 6,814,781 7,053,000 238,219 3.5 6,993,000 △ 60,000 △ 0.9 6,953,000 △ 40,000 △ 0.6 6,963,000 10,000 0.1 6,920,000 △ 43,000 △ 0.6

5 維 持 補 修 費 174,888 175,000 112 0.1 175,000 0 0.0 175,000 0 0.0 175,000 0 0.0 175,000 0 0.0

6 補 助 費 等 5,166,747 5,239,000 72,253 1.4 4,979,000 △ 260,000 △ 5.0 4,981,000 2,000 0.0 4,961,000 △ 20,000 △ 0.4 4,457,000 △ 504,000 △ 10.2

7 積 立 金 268,192 390,000 121,808 45.4 390,000 0 0.0 540,000 150,000 38.5 790,000 250,000 46.3 1,590,000 800,000 101.3

8 投資及び出資金貸付金 601 1,000 399 66.4 1,000 0 0.0 1,000 0 0.0 1,000 0 0.0 1,000 0 0.0

9 繰 出 金 4,117,070 4,138,000 20,930 0.5 4,350,000 212,000 5.1 4,455,000 105,000 2.4 4,567,000 112,000 2.5 4,677,000 110,000 2.4

10 投 資 的 経 費 2,827,608 4,790,000 1,962,392 69.4 4,565,000 △ 225,000 △ 4.7 6,329,000 1,764,000 38.6 5,446,000 △ 883,000 △ 14.0 825,000 △ 4,621,000 △ 84.9

11 予 備 費 52,561 0 △ 52,561 △ 100.0 0 0 - 0 0 - 0 0 - 0 0 -

37,340,000 39,672,000 2,332,000 6.2 39,569,000 △ 103,000 △ 0.3 41,740,000 2,171,000 5.5 41,198,000 △ 542,000 △ 1.3 37,180,000 △ 4,018,000 △ 9.8

歳 入 合 計

歳

　
　
　
出

小 計

歳 出 合 計

対前年
増減

前年比
増減率

総額
対前年
増減

前年比
増減率

歳

入

小 計

13

対前年
増減

前年比
増減率

総額
対前年
増減

前年比
増減率

総額総額 総額
対前年
増減

前年比
増減率

総額

平成２８年度（計画） 平成２９年度（計画） 平成３０年度（計画） 平成３１年度（計画） 平成３２年度（計画）

　項　　目

２　　平成２８年度～平成３２年度　財政計画表（歳入・歳出）
（単位：千円・％）

年　　度　
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３　　基金現在高見込み
(単位：百万円）

平成26年度

現在高 積立 取崩 現在高 積立 取崩 現在高 積立 取崩 現在高 積立 取崩 現在高 積立 取崩 現在高 積立 取崩 現在高

1 財 政 調 整 基 金 1,237 600 150 1,687 700 987 350 637 150 787 200 987 1,000 1,987

2 職員退職手当基金 10 10 10 10 10 10 10

3 庁 舎 建 設 基 金 600 220 820 100 920 100 1,020 100 1,120 300 1,420 300 1,720

4 地 域 福 祉 基 金 392 100 2 490 490 25 465 161 304 126 178 178

5 環 境 基 金 2,050 401 398 2,053 200 300 1,953 200 353 1,800 200 567 1,433 200 513 1,120 200 160 1,160

6
都市再開発整備基

金 3 3 3 3 3 3 3

7 みどりと公園基金 49 7 25 31 31 31 31 31 31

8 市営住宅整備基金 54 3 3 54 54 54 54 54 54

9 教育施設整備基金 47 64 5 106 90 73 123 90 213 90 7 296 90 50 336 90 426

4,442 1,395 583 5,254 390 1,073 4,571 390 728 4,233 540 735 4,038 790 689 4,139 1,590 160 5,569

平成３１年度（計画） 平成３２年度（計画）

合 計

№ 基　　金　　名
平成２７年度（見込） 平成２８年度（計画） 平成２９年度（計画） 平成３０年度（計画）
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(単位：百万円）

元金 利子 計

建設事業債 463 1,505 183 1,688 15,865

特 例 債 0 935 117 1,052 10,343

計 463 2,440 300 2,740 26,208

建設事業債 673 1,479 168 1,647 15,059

特 例 債 0 931 105 1,036 9,413

計 673 2,410 273 2,683 24,472

建設事業債 675 1,492 154 1,646 14,167

特 例 債 0 961 95 1,056 8,452

計 675 2,453 249 2,702 22,619

建設事業債 1,694 1,380 149 1,529 14,001

特 例 債 0 927 84 1,011 7,525

計 1,694 2,307 233 2,540 21,526

建設事業債 1,575 1,301 144 1,445 13,716

特 例 債 0 872 75 947 6,654

計 1,575 2,173 219 2,392 20,370

建設事業債 96 1,291 141 1,432 12,521

特 例 債 0 862 66 928 5,792

計 96 2,153 207 2,360 18,313

平成２９
年度

（計画）

平成３０
年度

（計画）

平成３１
年度

（計画）

平成３２
年度

（計画）

平成２７
年度

（予算）

平成２８
年度

（計画）

４　年度別起債元利償還額及び現債高

年度 市債
当該年度
借入額

償還額 当該年度末
現債高見込
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(単位：千円)

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

1 小長久保公園整備事業 65,628 3,801 968 968 626 626 78,541 3,486 1,164 1,164
都市計画公園5.1haの内、未取得部分の公
園用地を取得する

1-A01-03

2 梶野公園整備事業 15,000 750
都市計画道路の整備にあわせて、梶野公園
の南面を整備する

1-A01-03

3 貫井けやき公園整備事業 86,957 1,673 43,000 43,000 10,616 2,808 86,712 86,712
地域住民に開放しコミュニティの場としていく
ため、今後も継続し、用地の一部を取得する

1-A01-03

4 東小金井駅前公園整備事業 35,557 782
区画整理事業にあわせて、東小金井駅北口
駅前に２号公園を整備する

1-A01-03

5 可燃ごみ広域支援関係経費 652,800 652,800 652,800 652,800 652,800 652,800 652,800 652,800
新可燃ごみ処理施設が稼働するまでの間、
可燃ごみ処理の支援をお願いする

1-A02-06

6 新可燃ごみ処理施設関係経費 361,680 61,680 415,240 62,240 630,679 63,679 586,607 73,607 382,252 222,252
新可燃ごみ処理施設の平成31年度中の稼働
を目指す

1-A02-06

7 清掃関連施設再配置事業 31,000 31,000 113,000 113,000

不燃・粗大ごみ、資源物の処理について、施
設の老朽化等を考慮し循環型社会の形成に
資する施設の再配置を進め、適正処理の維
持を図る
Ｈ28～Ｈ29：計画策定
Ｈ29：中間処理場基幹整備
Ｈ30以降：推進

1-A02-06

５　事業計画一覧

環境と都市基盤

32年度
事業概要事業名

28年度 29年度 30年度 31年度

○原則として、施設的な事業（ハード事業）については総事業費1,000万円以上を対象とし、非施設的な事業（ソフト事業）については、年間事業費3,000万円以上の経常的支出
ではないもの、又は平成２８年度から平成３２年度までに実施される新規事業又は拡充事業を対象とする。

○平成２８年度から平成３２年度までの５か年に実施する主要な事業の事業概要と年度別経費を、第４次基本構想・後期基本計画での位置づけを踏まえて分野別に明らかにした
ものです。

○重点プロジェクト：重点プロジェクト該当事業

1：みどりと環境プロジェクト　　　　2：まちのにぎわい創出プロジェクト　　3：子育て・子育ち応援プロジェクト

4：生涯いきいき安心プロジェクト　　5：共生社会推進プロジェクト　　　　　6：きずなを結ぶまちづくりプロジェクト

重点
プロジェクト

表の見方
（例） 1            - A01-03
重点プロジェクト番号 施策番号

（後期基本計画・施策の体系図参照）
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事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

32年度
事業概要事業名

28年度 29年度 30年度 31年度
重点

プロジェクト

8
武蔵小金井駅南口市街地再開発
事業

857,200 214,300 572,300 11,775 1,815,200 16,400 2,196,300 23,475
第２地区約1.8haについて、都市再開発法に
基づく市街地再開発を推進する

2-A04-12

9 武蔵小金井駅北口まちづくり事業 4,500 4,500

北口地区について、地区計画や再開発事業
の都市計画決定に向けた技術的支援及び調
査を進める
Ｈ28：都市計画図書の作成
Ｈ29以降：推進

2-A04-12

10
東小金井駅北口土地区画整理事
業

1,486,144 437,949 1,416,648 377,711 1,493,987 366,327 272,744 122,444
都市計画道路築造、駅前広場築造、区画道
路築造、整地工事、建物移転を実施する

2-A04-12

11
特定緊急輸送道路沿道建築物耐
震化助成事業

523,688 104,738
特定緊急輸送道路を閉塞するおそれのある
建築物の所有者に対して、耐震診断、耐震
補強設計及び耐震改修等を推進する

12
都市計画道路３・４・１２号線整備
事業

283,558 179,758 152,205 94,180 67,800 4,975 55,000 17,925
ＪＲ中央本線連続立体交差事業にあわせて
拡幅し、南北交通の円滑化と交通安全を図る

2-A06-16

13
都市計画道路３・４・８号線整備事
業

66,308 1,383 409,309 12,234 717,123 8,473 780,750 3,400 167,250 1,050
ＪＲ中央本線連続立体交差事業及び東小金
井駅北口土地区画整理事業にあわせ整備
する

2-A06-16

14
都道１３４号線（３・４・３号線）整備
事業

3,030 3,030 185,030 2,030 101,030 2,430
東京都と連携し、都市計画道路3・4・3号線の
拡幅を行う

2-A06-16

15
都道１３４号線（３・４・１号線）整備
事業

654,298 5,200 814,305 1,400 311,663 700 251,458 4,400 83,000 2,000
東京都と連携し、都市計画道路3・4・1号線の
拡幅を行う

2-A06-16

16
主要地方道１５号線（３・４・１４号
線）整備事業

99,900 0 113,400 0 147,200 0
東京都と連携し、主要地方道15号線の拡幅
を行う

2-A06-16

17 生活道路新設・改良事業 30,000 6,000 30,000 6,000 30,000 6,000 30,000 6,000 30,000 6,000
損傷の激しい道路の補修工事及び外きょ等
を整備する

5,206,691 1,707,812 4,933,205 1,378,088 5,978,724 1,125,218 5,026,469 995,031 663,666 232,466環境と都市基盤合計
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(単位：千円)

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

1 婦人会館改修事業 3,564 3,564

旧耐震施設である当該施設につ
いては耐震診断を行う
Ｈ28：耐震診断
Ｈ29以降：検討及び対応

2 貫井北町集会場改修事業 1,592 1,592

旧耐震施設である当該施設につ
いては耐震診断を行う
Ｈ28：耐震診断
Ｈ29以降：検討及び対応

3 耐震性貯水槽設置事業 11,000 2,200 11,000 2,200 11,000 2,200 11,000 2,200 11,000 2,200
震災に備え、耐震性貯水槽を設置
する

4 防災行政無線整備事業 290,682 3,282
老朽化した操作卓の整備、基地局
及び子局の整備を行う

306,838 10,638 11,000 2,200 11,000 2,200 11,000 2,200 11,000 2,200

重点
プロジェクト

地域と経済合計

地域と経済

32年度
事業概要事業名

28年度 29年度 30年度 31年度
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(単位：千円)

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

1 玉川上水人道橋緑道整備事業 30,040 6,040

玉川上水・小金井桜整備活用計
画実施計画に基づき人道橋整備
に伴い、総延長2,360mの内、モデ
ル整備区間（640m）の緑道を整備
する

2 図書館本館施設改修事業 60,000 12,000

中央図書館のあり方等を検討して
いる間、図書館本館施設で経年
劣化が著しい箇所の改修を行う
Ｈ28：空調設備改修

3 総合体育館大規模改修事業 20,000 4,000

平成２１年度に実施した総合体育
館改修工事調査の報告書に基づ
き、大規模改修する
Ｈ28：屋上防水設備改修

3-C18-44

4 小中学校トイレ整備事業 14,000 2,000 14,000 2,000 14,000 2,000 14,000 2,000 14,000 2,000
トイレの内装や一部の設備を改修
し、トイレの３Ｋ（臭い、汚い、暗い）
を改善する

5 小中学校非構造部材整備事業 95,000 12,734 50,000 6,734 65,000 8,734
体育館・柔道剣道場の吊り天井等
の落下防止対策を行う

6 小学校給食室整備事業 73,000 0 7,000 0 50,000 0
給食陶器食器導入備品整備に伴
う施設改修を行う

7 学校施設整備事業 28,000 5,600 28,000 5,600 28,000 5,600 28,000 5,600 28,000 5,600
学校施設の老朽化等への対応を
行う

8 ＩＣＴ環境整備事業 19,121 19,121 44,341 44,341 52,879 52,879 52,879 52,879 52,879 52,879

普通教室、特別教室でも利用可
能なＩＣＴ機器を導入し、児童・生
徒用コンピュータの台数を増設す
る

309,121 55,455 136,341 58,675 166,879 69,213 144,879 60,479 124,919 66,519

文化と教育

事業名
重点

プロジェクト

文化と教育合計

事業概要
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
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(単位：千円)

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

1 （仮称）新福祉会館建設事業 40,894 40,894 143,759 43,759 642,500 500 742,500 59,500

（仮称）新福祉会館建設計画（案）
を基に、（仮称）新福祉会館を建設
する
H28～Ｈ29：基本設計・実施設計
Ｈ29～Ｈ31：建設工事

5-D21-48

2 保育所等開設・運営事業 481,485 127,315 662,544 165,636 662,544 165,636 662,544 165,636 662,544 165,636
新規民間保育所、認定こども園開
設に伴う整備費及び運営費の増
加分に対して補助を行う。

3-D23-55

522,379 168,209 806,303 209,395 1,305,044 166,136 1,405,044 225,136 662,544 165,636

(単位：千円)

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

1 公共施設改修等関係経費 100,000 20,000 100,000 20,000 300,000 60,000 300,000 60,000 300,000 60,000
公共施設等総合管理計画を踏ま
え、計画的に修繕等を実施する

100,000 20,000 100,000 20,000 300,000 60,000 300,000 60,000 300,000 60,000

事業概要

29年度 30年度 31年度 32年度

重点
プロジェクト

重点
プロジェクト

事業概要

30年度 31年度

福祉と健康

事業名
28年度 29年度 32年度

福祉と健康合計

計画の推進合計

計画の推進

事業名
28年度

 １８



事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

6,445,029 1,962,114 5,986,849 1,668,358 7,761,647 1,422,767 6,887,392 1,342,846 1,762,129 526,821

国庫支出金 1,490,611 1,289,763 1,988,788 1,734,422 406,072

都支出金 1,946,204 1,975,628 1,907,882 1,526,624 573,436

地方債 673,100 675,100 1,694,200 1,574,500 95,800

その他（繰入金等） 373,000 378,000 748,010 709,000 160,000

事業費総合計

財
源
内
訳

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

(単位：千円)

 １９



単位：円

平成２４年度

対前年
増減

前年比
増減率

対前年
増減

前年比
増減率

決算額 332,624,883 286,074,768 -46,550,115 -14.0% 242,476,198 -43,598,570 -15.2%

市補助金額 74,168,000 74,111,000 -57,000 -0.1% 74,682,000 571,000 0.8%

決算額 547,058,660 536,752,556 -10,306,104 -1.9% 546,119,540 9,366,984 1.7%

市補助金額 42,290,000 41,836,915 -453,085 -1.1% 39,853,100 -1,983,815 -4.7%

決算額 30,660,099 32,452,793 1,792,694 5.8% 30,531,143 -1,921,650 -5.9%

市補助金額 9,150,335 9,445,584 295,249 3.2% 9,885,104 439,520 4.7%

決算額 103,285,197 87,291,924 -15,993,273 -15.5% 91,586,723 4,294,799 4.9%

市補助金額 9,304,000 9,545,738 241,738 2.6% 9,793,093 247,355 2.6%

決算額 12,810,356 15,431,744 2,621,388 20.5% 16,825,032 1,393,288 9.0%

市補助金額 5,230,686 7,857,837 2,627,151 50.2% 7,816,057 -41,780 -0.5%

決算額 33,360,601 33,198,689 -161,912 -0.5% 35,371,270 2,172,581 6.5%

市補助金額 13,873,492 13,879,192 5,700 0.0% 13,264,957 -614,235 -4.4%

決算額 1,059,799,796 991,202,474 -68,597,322 -6.5% 962,909,906 -28,292,568 -2.9%

市補助金額 154,016,513 156,676,266 2,659,753 1.7% 155,294,311 -1,381,955 -0.9%

財政支援団体に対する補助状況について

設置目的 具体業務 補助対象経費 根拠規定

○　高齢いきいき活動講座
○　高齢者見守り支援事業（ひと声訪
問事業等）
○　募金と援護活動（赤い羽根共同募
金等）

○　経営についての相談・指導、融資
あっせん等
○　講習会・講演会の開催、地域イベ
ント主催・協力、講演会・講習会実
施、部会活動、創業支援、情報発信、
特産品開発　等
○　共済制度、保険、福利厚生事業、
健康診断　等

〇観光案内所運営、まちなか観光案内
人運営
〇観光パンフレット作成、HP運営
〇桜まつり、お月見のつどい企画運営

○　定期健康診断等の助成
○　パソコン教室受講料・コンサート
チケット等助成、レジャー施設等利用
あっせん助成・補助
○　祝金・見舞金給付、退職金共済掛
金の一部補助
○　年金、生涯生活設計などの相談

小規模事業所の従業員及び事業主
の福利厚生の増進を図り、あわせ
て小規模事業所の振興発展に寄与
すること

社会参加の意欲ある健康な高齢者
に対して、地域社会と連携を保ち
ながら、その希望、知識及び経験
に応じた就業並びに社会奉仕等の
活動機会を確保し、生活感の充実
及び福祉の増進を図るとともに、
高齢者の能力を生かした活力ある
地域社会づくりに寄与すること

人件費・一般管理費・福利厚生事
業費・その他

小金井市勤労者福
祉サービスセン
ター補助金交付要

綱

地区内における商工業の総合的な
改善発達を図り、あわせて社会一
般の福祉の増進に資し、もって国
民経済の健全な発展に寄与するこ
と

①　経営改善普及事業
②　地域総合振興事業
③　管理事業
④　受託事業
⑤　その他、商工会の目的を達成
するための事業

小金井市商工会補
助金交付要綱

小金井市の観光事業の振興を図
り、併せて文化の向上と産業の発
展に寄与すること

人件費、事業費、インターネット
接続費

小金井市補助金等
交付規則

公益目的事業費・介護支援推進事
業費・就業機会拡大支援事業費

小金井市シルバー
人材センター事業
費補助金交付要綱

小金井市における体育運動を振興
して市民の体力の向上を図り、ス
ポーツ精神を涵養し、もって地域
の社会文化向上発展に寄与するこ
と

①　体協の管理運営に係る事務的
経費
②　婦人子供スポーツ大会に要す
る経費
③　指導者派遣に要する経費
④　青少年の健全育成に要する経
費
⑤　研修会に要する経費
⑥　新聞発行に要する経費
⑦　各種大会に要する経費
⑧　施設使用料に要する経費
⑨　市民健康開発事業に要する経
費
⑩　スポーツ交流に要する経費

小金井市体育協会
補助金交付要綱

○　植木剪定
○　除草作業
○　清掃作業
○　家事援助、子育て支援

○　スポーツ教室の開催
○　子どもスポーツ大会の実施
○　スポーツ交流事業

小金井市勤労者福
祉サービスセン

ター

財政支援団体名

団体の決算額等

項目

平成２５年度 平成２６年度

合計

小金井市における社会福祉事業そ
の他の社会福祉を目的とする事業
の健全な発達及び社会福祉に関す
る活動の活性化により、地域福祉
の推進を図ること

人件費・旅費・事業費
小金井市社会福祉
協議会運営補助要

綱

小金井市社会福祉
協議会

小金井市シルバー
人材センター

小金井市体育協会

小金井市商工会

小金井市観光協会

平成２７年１１月３０日小金井市行財政改革市民会議（第３回）
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目的別歳出状況一覧

諸支出費

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

労働費

衛生費

民生費

総務費

議会費

単位：百万円
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

議 会 費 327 330 332 343 343 339 332 427 369 366 375
総 務 費 4,612 5,250 5,919 5,701 4,984 6,583 5,921 9,157 4,160 4,500 4,203
民 生 費 10,102 10,537 10,334 10,780 11,053 12,111 13,935 14,808 14,971 16,604 16,413
衛 生 費 2,956 3,220 4,061 3,914 3,810 3,627 3,955 4,226 4,511 3,899 4,017
労 働 費 407 388 350 358 355 407 557 602 515 387 416
農林水産業費 36 30 30 39 37 38 43 31 35 46 46
商 工 費 181 153 158 164 163 194 167 175 161 210 163
土 木 費 3,669 6,243 5,297 5,374 6,370 6,125 5,325 4,279 3,792 3,468 2,874
消 防 費 1,575 1,594 1,579 1,536 1,585 1,553 1,558 1,600 1,546 1,467 1,500
教 育 費 3,445 4,128 4,220 4,388 4,466 3,595 3,478 3,438 3,536 4,111 3,512
公 債 費 2,405 2,387 2,562 2,727 2,682 2,660 2,752 2,811 2,891 2,931 2,939
諸 支 出 費 17 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0
歳 出 合 計 29,732 34,277 34,842 35,324 35,848 37,232 38,023 41,554 36,487 37,989 36,458

単位：百万円  

平成２７年１１月３０日  小金井市行財政改革市民会議（第３回）  
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目的経費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

諸 支 出 費

都市農業経営パワーアップ事業や小金井市農業振興連合会補助金等の農業費などがあります。

新・元気を出せ！商店街事業、小口事業資金融資制度等の商工振興費や、観光協会補助金の観光費があります。

説明

行政目的を有しない経費のみを計上する科目です。

市債（市の借金）を返済する元利償還金（元本と利子）と一時的な借入をしたときの支払利息のことです。

小中学校の義務教育にかかる経費、幼稚園費、社会教育費、保健体育費等の教育関係の経費です。

火災、風水害、地震、消防団活動、消防防災対策などの事業に要する経費です。

道路の維持、新設、改良事業等や公園整備事業、市営住宅の維持管理費などもあります。

議会を運営するための費用です。議員報酬や会議録作成にかかる経費などがあります。

人事、企画、財政、徴税、戸籍、統計や選挙など、他部門に分類されない事業に要する経費です。

障害者福祉、児童福祉、高齢者福祉、生活保護、福祉医療、国民年金などの事業に要する経費です。国民健康保険特別会計や後期高齢者医療特別会計や介護保険特別会計への支出も含まれます。

健康対策、母子保健、廃棄物処理、公害対策などの事業に要する経費です。

労働者福祉の事業に要する経費です。小金井市シルバー人材センター事業費補助金や自転車駐車場指定管理委託料等があります。



市名 平成２６年度末現在残
市民一人
当たり

順位 平成２７年度末現在高見込

武 蔵 野 市 ○ 142,138 36,471,980,156 256,596 1 34,759,294,399 15 84.7 1

三 鷹 市 182,092 11,872,022,425 65,198 6 10,397,586,425 7 86.4 3

府 中 市 254,551 52,417,522,955 205,921 2 53,793,314,112 18 85.6 2

昭 島 市 ○ 112,727 10,728,437,435 95,172 4 11,414,927,000 14 92.3 6

調 布 市 224,191 16,283,996,928 72,634 5 12,640,751,133 17 86.7 4

小 金 井 市 ○ 117,427 4,832,244,174 41,151 10 5,672,638,224 14 94.5 10

小 平 市 186,958 10,643,621,686 56,931 7 9,919,421,686 16 93.9 8

国 分 寺 市 ○ 119,379 4,271,631,060 35,782 11 5,743,083,060 15 93.7 7

東 久 留 米 市 ○ 116,494 5,348,266,361 45,910 8 5,738,025,658 17 94.3 9

多 摩 市 ○ 147,486 18,158,024,933 123,117 3 17,891,688,933 13 91.3 5

西 東 京 市 198,267 8,612,716,122 43,440 9 6,230,246,000 17 96.1 11

　※　平成２７年度末現在高見込については、９月補正予算（見込）額を反映させた額

　　　（調布市については６月補正予算後の額、武蔵野市及び小平市については当初予算額）

　※　人口は、平成２７年１月１日時点の住民基本台帳人口

　※　「○」は類似団体

経常収支
比率（平
成２６年
度）

順位

単位：人、円、％

近隣市及び類似団体における基金残高の総額等について

基金残高総額
基金総数人口

小金井市行財政改革市民会議（第３回） 平成２７年１１月３０日

資料５



番号 寄せられた意見 市回答

1

従来の経緯の総括

１　最近のマンション基礎工事問題でも、
再発防止の為の原因追及が求められる。
２　本件も、過去約２０年も計画しなが
ら、十分な効果が挙がっていない理由を明
確化する必要有。
３　それを行わないと、第４次大綱も、結
局従来の繰り返しで終わり、時間・労力を
浪費する事となる。

　第４次行財政改革大綱策定方針（案）Ｐ
３「６　第３次行財政改革大綱の整理」に
おいて、第３次行財政改革大綱に掲げた実
施項目について、各評価結果に基づき、第
４次行財政改革大綱への掲載の整理を行う
予定です。
　また、第４次行財政改革大綱では、第３
次行財政改革大綱の総括を掲載する予定で
す。

2

財政健全化計画の策定の明記

１　前期市民会議の答申通り、財政健全化
計画を１年以内に作成
２　同時に、同じく答申に盛り込まれた、
１２．９億円の歳出削減も期限を決め（最
長で２～３年以内）大綱の柱とする。

　第４次基本構想・後期基本計画の財政的
裏付けとして、「小金井市中期財政計画」
を策定する予定です。計画期間は平成28年
度～平成32年度の5年度であり、当該期間
における財政計画表を、一定の条件の下推
計し、財政の道筋を示しているところで
す。
　また、第４次行財政改革大綱では、各実
施項目毎に財政効果額を算出の上、それら
を積み上げたものが財政効果額総額＝目標
として設定する予定です。

3

事業毎の目標・期限の設定

１　結果を出す為には、具体的目標数値及
びそれをいつまでに行うのかの期限設定が
重要
２　その進捗状況をチェックし、対応する
事がＰＤＣＡのＣＡに該当し、ＰＤＣＡサ
イクルが回る事となる。

　第４次行財政改革大綱では、各実施項目
毎に可能な限り年度毎の到達度が測れるよ
うに目標を設定する予定です。

第４次行財政改革大綱策定方針（案）に対する各委員の意見

小金井市行財政改革市民会議（第３回）

平成２７年１１月３０日

資料６
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4

前回答申事項の盛り込み

１　財政健全化計画以外にも、いくつかの
提言がなされており、基本的にはそれらを
取り入れた大綱を作成すべき。
２　前回答申・提言はかなりの時間・検討
をかけて作成されており、現在は計画に時
間をかけるのではなく、実行・チェック・
対応（ＰＤＣＡのＤＣＡ）を行う時。

　前期の行財政改革市民会議からの答申に
つきましては、第４次行財政改革大綱を策
定する上で大いに参考とさせていただきた
いと考えております。

5

　「３　方針」に関して、⑴ア、イ、ウに
て、重点を置く改革項目が示されています
が、これに加えて、「今後大幅に支出が必
要となる項目」として、どれだけそれを抑
制できるのかという議論も必要になるので
はないかと思います。前回の会議でも指摘
がありました「必要なインフラ整備の把握
や試算」がしっかりとなれることが大切だ
とすると、これも改革項目のひとつとして
方針に含めるべきではと思います。

　第４次基本構想・後期基本計画の財源的
裏付けである「小金井市中期財政計画」に
おいて、平成28年度から平成32年度までの
５か年に実施する主要な事業の年度別経費
が示されています。その事業費をどの程度
抑制できるかに基づいた実施項目の設定
は、中期財政計画で示されている事業費と
の整合が問われることになります。しか
し、インフラ整備等大幅に支出が必要とな
る項目についても、当然できる限り費用を
圧縮していくべきであるので、その趣旨に
ついては、第４次行財政改革大綱の中に
エッセンスとして取入れることは可能であ
ると考えます。

6

　「７　新規項目について」に関して、会
議中に「補助金の申請を積極的に」という
話題が出たと思いますが、新規項目として
「新たな財政源の確保」という項目を付け
加えてはどうでしょうか？具体的には、
「補助金の積極的活用」や「産業促進への
長期計画策定」などが考えられるかと思い
ます。

　新たな財源の確保について、各種補助金
の積極的活用を図るのは従前から実施して
いる取組であり、近年では、ネーミングラ
イツの導入等、広告収入の拡充にも注力し
ているところです。また、「産業促進への
長期計画策定」については、第４次基本構
想・前期基本計画では、産業振興の目標と
して「ふれあいと活力のあるまち（地域と
経済）」を掲げ、その考え方に沿って「小
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①これまでの行財政改革市民会議での議論
および答申（平成27年３月）は、実際の行
財政にどう反映されてきているのでしょう
か？
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月）には、大略次のような記述がありま
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状況はどうなっているのでしょうか？
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は、そのまま市の方針となっているもので
はありません。しかし、第４次行財政改革
大綱を策定する上で大いに参考とさせてい
ただきたいと考えております。
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に可能な限り年度毎の到達度が測れるよう
に目標を設定する予定です。
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井市第４次行財政改革大綱策定方針（案）
の「３　方針」に示した内容にて、策定を
進めていきたいと考えています。
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　行財政改革市民会議の答申（平成27年３
月）の提言
　第７次の行財政改革市民会議の答申（平
成27年３月）で出されている次のような提
言はいまどういう状況なっているのでしょ
うか？

提言１ 財政健全化計画の策定
　「財政健全化計画を早急に策定するこ
と。この計画の重要な目標は経常収支比率
の改善である。経常収支比率を改めて８
０％台後半に設定し、その実現に向けた具
体的取組を明記すべき」

提言２ 人事、給与制度の更なる見直し
提言３ 市議会議員定数・報酬及び各種審
議会委員に対する報酬の削減
　「職員数の削減はもとより、給与制度の
見直しや市議会議員の定数・報酬の見直
し、さらには各種審議会等の委員に対する
報酬の削減等、更なる措置を期待」

提言４ 新たな受益者負担指針の策定
提言５ 使用料等の改定
　「具体的な指標として各集会所の有料化
の検討、保育料の改定（国基準徴収額の５
０％を目途に改定）」
　「市民に対してサービス提供に係るコス
トの情報を公開し、必要な改訂を直ちに実
施すべき」
　「市民会議として受益者負担の在り方に
ついて、新たな指針を建議する」

　第７期行財政改革市民会議からの答申
は、そのまま市の方針となっているもので
はありません。しかし、第４次行財政改革
大綱を策定する上で大いに参考とさせてい
ただきたいと考えております。
　各提言に対する現在の進捗状況は以下の
とおりです。

【提言１】
・市では、第４次基本構想・後期基本計画
の財政的裏付けとして、「小金井市中期財
政計画」を策定する予定です。計画期間は
平成28年度～平成32年度の5年度であり、
当該期間における財政計画表を、一定の条
件の下推計し、財政の道筋を示していま
す。
　また、第４次行財政改革大綱では、各実
施項目毎に財政効果額を算出の上、それら
を積み上げたものが財政効果額総額＝目標
として設定する予定です。

【提言２】
・人事制度については、第２次小金井市人
材育成基本方針に基づき「意欲を高める人
事制度づくり」、「人を育てる職場環境づ
くり」、「実践的な職員研修制度づくり」
を柱として、人材育成の取組を行っていま
す。また、給与制度については、都表の導
入、現給保障の段階的解消、各種手当も都
並みの水準になっていることや、期限を定
め管理職手当を約10％削減している現状を
鑑み、適宜適切な見直しを行っておりま
す。今後も引き続き、給与制度の適正化の
取組に努めていきます。

【提言３】
・市議会議員の定数及び議員報酬について
は、基本的には市議会にてどうあるべきか
議論していただく内容であると考えていま
す。
　また、各種審議会委員に対する報酬の削
減については、第４次行財政改革大綱で一
つの実施項目として取り上げる予定です。

【提言４】
・現時点では、現在の受益者負担の適正化
に関する基本的な考え方に基づき、取組を
進めており、答申を参考に改訂していきま
す。

【提言５】
・集会所（４会館）については、平成27年
度から有料化されています。保育料の改定
については、引き続き第４次行財政改革大
綱で一つの実施項目として取り上げる予定
です。その他、新たに使用料等の改定が可
能なものについては、随時検討を進めてい
きます。

8

4



　行財政改革市民会議の答申（平成27年３
月）の提言
　第７次の行財政改革市民会議の答申（平
成27年３月）で出されている次のような提
言はいまどういう状況なっているのでしょ
うか？

提言１ 財政健全化計画の策定
　「財政健全化計画を早急に策定するこ
と。この計画の重要な目標は経常収支比率
の改善である。経常収支比率を改めて８
０％台後半に設定し、その実現に向けた具
体的取組を明記すべき」

提言２ 人事、給与制度の更なる見直し
提言３ 市議会議員定数・報酬及び各種審
議会委員に対する報酬の削減
　「職員数の削減はもとより、給与制度の
見直しや市議会議員の定数・報酬の見直
し、さらには各種審議会等の委員に対する
報酬の削減等、更なる措置を期待」

提言４ 新たな受益者負担指針の策定
提言５ 使用料等の改定
　「具体的な指標として各集会所の有料化
の検討、保育料の改定（国基準徴収額の５
０％を目途に改定）」
　「市民に対してサービス提供に係るコス
トの情報を公開し、必要な改訂を直ちに実
施すべき」
　「市民会議として受益者負担の在り方に
ついて、新たな指針を建議する」

　第７期行財政改革市民会議からの答申
は、そのまま市の方針となっているもので
はありません。しかし、第４次行財政改革
大綱を策定する上で大いに参考とさせてい
ただきたいと考えております。
　各提言に対する現在の進捗状況は以下の
とおりです。

【提言１】
・市では、第４次基本構想・後期基本計画
の財政的裏付けとして、「小金井市中期財
政計画」を策定する予定です。計画期間は
平成28年度～平成32年度の5年度であり、
当該期間における財政計画表を、一定の条
件の下推計し、財政の道筋を示していま
す。
　また、第４次行財政改革大綱では、各実
施項目毎に財政効果額を算出の上、それら
を積み上げたものが財政効果額総額＝目標
として設定する予定です。

【提言２】
・人事制度については、第２次小金井市人
材育成基本方針に基づき「意欲を高める人
事制度づくり」、「人を育てる職場環境づ
くり」、「実践的な職員研修制度づくり」
を柱として、人材育成の取組を行っていま
す。また、給与制度については、都表の導
入、現給保障の段階的解消、各種手当も都
並みの水準になっていることや、期限を定
め管理職手当を約10％削減している現状を
鑑み、適宜適切な見直しを行っておりま
す。今後も引き続き、給与制度の適正化の
取組に努めていきます。

【提言３】
・市議会議員の定数及び議員報酬について
は、基本的には市議会にてどうあるべきか
議論していただく内容であると考えていま
す。
　また、各種審議会委員に対する報酬の削
減については、第４次行財政改革大綱で一
つの実施項目として取り上げる予定です。

【提言４】
・現時点では、現在の受益者負担の適正化
に関する基本的な考え方に基づき、取組を
進めており、答申を参考に改訂していきま
す。

【提言５】
・集会所（４会館）については、平成27年
度から有料化されています。保育料の改定
については、引き続き第４次行財政改革大
綱で一つの実施項目として取り上げる予定
です。その他、新たに使用料等の改定が可
能なものについては、随時検討を進めてい
きます。

8

提言６　民営化の促進、拡大
  「保育業務や学童保育業務は、、、、民
営化に向けた取組を着実に進める」

提言７ 公共施設のグランドデザインの構
築
　　「現在の施設全てを維持存続させると
いう考え方から脱却し、施設全体のグラン
ドデザインを早急に構築し、集約化を進め
る」
　
提言８ 各事業の数値目標化と実現に向け
た取組
提言９ 外部評価機関の新設
　「各事業の数値目標化を進め、行政内部
による見直しを検証、、、行財政改革への
取組を支援し管理する外部の機関の設置が
必要」

提言１０ 職員の意欲、能力の喚起及び組
織能力の向上
　「この際、職員の職務遂行に関わる前例
踏襲、指示待ち、先送りの傾向を特に指
摘、、、、
勤務実績を重視した給与の推進、人事評価
制度の確立が課題」

【提言６】
・保育業務については、市内の保育所の設
置主体に応じた保育の現状分析及び市が設
置する保育所の管理運営等の在り方の検討
を行い、今後の保育行政について広く意見
を聴くため、保育検討協議会を設置し、現
在ご議論いただいている状況です。今後は
当協議会からの答申を尊重し、民営化に向
けて取組を進めていく予定です。また、学
童保育業務については、平成27年度から9
所中4所を業務委託による運営に変更し、
平成29年度からは更に2所の業務委託を行
う予定です。

【提言７】
・公共施設等総合管理計画を平成28年度末
までに策定する予定です。当該計画におい
て、公共施設及び市を取り巻く現況や将来
の見通し、課題等を把握・分析し、今後の
公共施設等の管理に関する基本的な考え方
について検討を行っていきます。

【提言８】
・第４次行財政改革大綱では、各実施項目
毎に可能な限り年度毎の到達度が測れるよ
うに目標を設定する予定です。

【提言９】
・行財政再建推進本部において、行財政改
革大綱の進捗管理を行うとともに、行財政
改革市民会議においても様々な視点に基づ
く提言をいただくことにより、行財政改革
大綱を効果的・効率的に推進していきたい
と考えています。

【提言１０】
・小金井市第２次人材育成基本方針に基づ
き、人材育成の取組を進めています。ま
た、同方針において、職員の能力・実績を
的確に評価し、処遇に反映することが、職
員の士気及び組織活力の維持・向上の観点
から重要であることから、評価の透明性・
客観性・公平性に配慮したうえで、人事考
課結果を処遇（勤勉手当等）に反映するこ
とを段階的に実施しています。
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課結果を処遇（勤勉手当等）に反映するこ
とを段階的に実施しています。

３　財源の確保
・平成26年度決算において、市税収入は前
年度対比で約8億円増加し、徴収率の改善
にも繋がりました。また、納税者の利便性
及び業務効率化による収納率の向上を目的
に、納税窓口の統合を行い、機能的な組織
改正を行っています。
　また、市税収入以外では、広告収入の拡
充及び低未利用地の有効活用等の取組も進
め、平成26年度においては、約2,400万円
の歳入を確保しています。さらに、平成27
年度からは、ネーミングライツ事業の歳入
も新たに加わる予定です。今後も引き続
き、あらゆる広告媒体の積極的な活用等に
努め、市税収入以外の歳入の確保に努めて
いきます。

４　特別会計の健全化
・国民健康保険税については、平成26年
度、27年度において引上げを行い、円滑な
財政運営の確保に努めています。今後も引
き続き、一般会計からの繰出金額に注視の
上、慎重に対応していく必要があります。

５　財政健全化への道筋
　①　貯金（財政調整基金）の積立て
　中期財政計画において、平成28年度～32
年度までの財政調整基金の積み立て・取り
崩しの見通しを示しています。
　②　借金体制の改善
　中期財政計画において、平成27年度以降
普通交付税の不交付団体と見込まれること
から、臨時財政対策債の発行を予定してい
ません。
　③　人件費比率の改善
　人件費比率は、歳出総額に対する人件費
の割合であり、その比率は歳出総額に影響
を受けます。人件費総体については、都表
の導入・現給保障の段階的解消・各種手当
の削減等、様々な取組を進め適正化に努め
ています。また、市税に占める人件費の比
率については、多摩26市の中で上位に位置
していることからも、徐々に取組の成果が
現れています。

３財源の確保
４特別会計の健全化
５財政健全化への道筋
⑴財政健全化に向けた具体的な目標
「①貯金（財政調整基金）の積立て
一般家庭で貯金の取崩しに相当する財政調
整基金繰入（平成26年度予算：４億円）を
行うことなく、将来に備えて５年後には一
般会計予算の10％（35億円）を積み立てる
べく毎年７億円を積み立てる。
②借金体質の改善
赤字債（平成26年度予算：5.9億円）に頼
らない財政運営を行う。
③人件費比率の改善
３年後には人件費比率を26市平均の15.8％
とする。なお、平成25年度の人件費比率は
16.6％で２６市中17位である。」
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　市民意向調査（平成27年３月）から、大
綱として取り上げるものを選択する作業が
必要だと思います。

　委員ご提案のとおり、市民意向調査の目
的は、第４次行財政改革大綱を策定する上
での参考とするため実施したものでござい
ます。この調査結果につきましては、民意
であるとの認識から、市民意向調査にて得
られた意見を参考に、第４次行財政改革大
綱の実施項目の検討を進めていきます。
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　大綱をヨコ糸とするなら、タテ糸に相当
する「長期総合計画」など、ほかにどのよ
うなものがあるのでしょうか。各種の計画
はどのような関係になっているのでしょう
か。
（都市計画、環境基本計画、廃棄物処理計
画、地球温暖化対策地域推進計画、下水道
事業計画公共下水道長寿命化計画、地域防
災計画、産業振興プラン、名勝小金井（サ
クラ）復活プロジェクト、男女共同参画行
動計画、生涯学習推進計画、のびゆくこど
もプラン 小金井、福祉会館建設計画、介
護保険・高齢者保健福祉総合事業計画、な
どなど個別の事業の計画はたくさんあると
思いますが、大綱と関わりのあるものとし
てはどのような計画があるのでしょう
か？）

　第３次行財政改革大綱を策定した段階で
は、直接的に他の計画に関連することを前
提に策定したものではございません。下記
は、各個別の実施項目を策定後、結果的に
関連することとなった計画等を示していま
す。（小金井市長期総合計画を除き、以下
の計画に紐付いている下位計画は除く）
　・小金井市長期総合計画
　・小金井市地域防災計画
　・小金井市人材育成基本方針
　・小金井市国民健康保険特定健康診査等
実施計画
　・小金井市環境基本計画
　・小金井市一般廃棄物処理基本計画
　・小金井市保険福祉総合計画
　・のびゆくこどもプラン 小金井
　・小金井市生涯学習推進計画
　（・公共施設等総合管理計画）
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３　財源の確保
・平成26年度決算において、市税収入は前
年度対比で約8億円増加し、徴収率の改善
にも繋がりました。また、納税者の利便性
及び業務効率化による収納率の向上を目的
に、納税窓口の統合を行い、機能的な組織
改正を行っています。
　また、市税収入以外では、広告収入の拡
充及び低未利用地の有効活用等の取組も進
め、平成26年度においては、約2,400万円
の歳入を確保しています。さらに、平成27
年度からは、ネーミングライツ事業の歳入
も新たに加わる予定です。今後も引き続
き、あらゆる広告媒体の積極的な活用等に
努め、市税収入以外の歳入の確保に努めて
いきます。

４　特別会計の健全化
・国民健康保険税については、平成26年
度、27年度において引上げを行い、円滑な
財政運営の確保に努めています。今後も引
き続き、一般会計からの繰出金額に注視の
上、慎重に対応していく必要があります。

５　財政健全化への道筋
　①　貯金（財政調整基金）の積立て
　中期財政計画において、平成28年度～32
年度までの財政調整基金の積み立て・取り
崩しの見通しを示しています。
　②　借金体制の改善
　中期財政計画において、平成27年度以降
普通交付税の不交付団体と見込まれること
から、臨時財政対策債の発行を予定してい
ません。
　③　人件費比率の改善
　人件費比率は、歳出総額に対する人件費
の割合であり、その比率は歳出総額に影響
を受けます。人件費総体については、都表
の導入・現給保障の段階的解消・各種手当
の削減等、様々な取組を進め適正化に努め
ています。また、市税に占める人件費の比
率については、多摩26市の中で上位に位置
していることからも、徐々に取組の成果が
現れています。

３財源の確保
４特別会計の健全化
５財政健全化への道筋
⑴財政健全化に向けた具体的な目標
「①貯金（財政調整基金）の積立て
一般家庭で貯金の取崩しに相当する財政調
整基金繰入（平成26年度予算：４億円）を
行うことなく、将来に備えて５年後には一
般会計予算の10％（35億円）を積み立てる
べく毎年７億円を積み立てる。
②借金体質の改善
赤字債（平成26年度予算：5.9億円）に頼
らない財政運営を行う。
③人件費比率の改善
３年後には人件費比率を26市平均の15.8％
とする。なお、平成25年度の人件費比率は
16.6％で２６市中17位である。」
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　本案７項　新規項目について検討項目
（私案）を提示します。
⑦　市有財産（土地）の有効活用
　　駐車場、老人ホーム等に賃貸し人件費
削減と雑収入を得る
⑧　議会における財政改革の推進
　イ　議員報酬等並びに定数の見直し
　ロ　議会運営費等の削減
⑨　高齢者健康診断の一部費用負担化

　「７　新規項目」については、主な項目
の例示であり、第４次行財政改革大綱に掲
載する実施項目の全てを網羅しているもの
ではありません。ご提案いただいた新規項
目案については、今後の行財政改革市民会
議でご議論をお願いできればと思います。

8


